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 計画的避難区域設定前における線量の高い地域の 

                 砕石の流通に伴う問題への対応等について 

 

 

標記について、国土交通省から福島第一原子力発電所の事故により放出され

た放射性物質が付着、混入した物の流通の把握に遺漏がないように取り計らう

とともに、今回と同種の事案を確認された場合は、連絡をいただきたい旨、会

員企業への周知依頼がありました。 
加えて 1月 30 日付けで、同省から当協会が所属している（社）住宅生産団体

連合会に対し、以下のような通知及び説明がありました。（詳細は別紙参照） 

（1）現在、経済産業省が、建設資材業界に対して行っている調査において、3

月の震災以降に計画的避難区域に指定された区域等から搬出された建設資材が

把握されることから、国土交通省においてその調査結果を受け、該当する資材

の使用状況等について、住宅生産団体連合会に対し調査を行うこととなる予定

とのことです。（なお、同様の調査の予定が建設業団体には、既に通知されてい

るとのことです。） 

 計画的避難区域等の設定後は、当該区域については避難することとされたた

め、対象となる資材は限定的なものとなるものと想定され、また、調査対象と

する資材については、できるだけ具体的な情報を提供したいとのことです。そ

の際は、改めて調査のご案内をいたしますのでご協力をお願いいたします。 

（2）また、併せて本件に関連し、資材調達や顧客との関係等、営業上の支障等

が生じている場合には、その状況についての報告も求められています。 

つきましては、貴社においてそうした状況がある場合は、ご多忙のところ恐

縮ですが別添様式により、2月 8日（水）までに、ご報告くださいますよう重ね

てお願い申し上げます。 

                                  

記 
1.今回と同種の事案を確認された場合は、協会事務局まで電話にてご一報をお

願いいたします。 
2.「放射線が測定された砕石に関連し営業に影響を与えている状況について」 

  の別添様式については、2 月 8 日（水）18 時までに協会事務局宛ファック

スでご提出をお願いいたします。ＦＡＸ03―3511―0616 

3.本件についてのお問い合わせ （社）日本住宅建設産業協会 事務局 

℡ 03（3511）0611 米山、嘉屋本（かやもと）  



要返信 （社）日本住宅建設産業協会 宛           （別添様式） 
      ＦＡＸ（03―3511―0616）  

                         

 

放射線が測定された砕石に関連し営業に影響を与えている状況について 

 

報告日       

・事業者名                                   

・所属団体名（支部名等）                           

・担当者名･連絡先                               

 

・影響の概要  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 










